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とちぎ地域･自治研究所第 15回定期総会 
  とちぎ地域･自治研究所第 15回定期総会を下記のとおり開催します。議案等 

詳細は次号の所報でお知らせします。 

■ と き ６月５日（日）13:30～16:30 

■ ところ 宇都宮市姿川地区市民センター 学習室 

     （〒321-0151 宇都宮市西川田町 805-1  Tel 028-658-1594 ） 

■ 内 容   

◎ 記念講演（13:30～15:10） 

  ｢栃木の地域経済を考える(仮称)｣ 

・農業政策 秋 山   満 

（宇都宮大学教授、研究所理事長） 

・産業政策 日 高 定 昭 

（作新学院大学教授、研究所副理事長） 

◎ 第 15 回定期総会（15:20～16:30） 

・2015年度活動報告、収支決算 

・2016年度事業計画、収支予算 

・2016年度役員選出 等 

 

 

○ これからの政治教育を考える(下)  近 藤 孝 弘 ２ 
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 第 13期とちぎ自治講座②(2016.1. 31） 

これからの政治教育を考える(下) 
早稲田大学教育･総合科学学術院 近 藤 孝 弘 
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４ 今日のドイツの政治教育の考え方 

ではここからは、いまの日本でドイツ

の考え方のどういうところが役に立ちそう

かという視点から、政治教育を見ていきた

いと思います。具体的には二つのテーマを

中心にお話をしていきたいと思います。 

第一は、日本の学校で政治教育を進め

ていく際によく問題となる、いわゆる中立

性の問題についてドイツではどう考えてい

るのかということです。それからもう一つ

は、ドイツの政治教育の授業は民主主義を

担う市民に対してどういう力を持たせよう

としているのかということです。念のため

にいま申上げておきたいのは、やはりドイ

ツと日本では政治状況が違いますので、一

般的にいえばドイツの考え方をそのまま日

本に直輸入すれば上手くいくというわけで

はないというのは、いうまでもありません。

ただ、だから外国のことは参考にならない

と考えてしまいますと、我々はなかなか進

歩できません。今まで上手くできなかった

という現実を考えて、ここは取りあえず比

較的上手くいっているとされる例を参考に

して、できるところを摂取しながら試行錯

誤を繰り返していくことが重要ではないか

と思います。 

 さて、18 歳選挙権のおかげで、政治教

育が大切だということは多くの人が理解す

るようになってきています。でも現実には

例えば自分が学校の教員だったとすると、

保護者から授業が中立的ではないとか、偏

向しているとかそういう批判を受けたらど

うしようという不安が大きいと思います。

これは逆にいいますと、これまで多くの先

生方が政治教育を避けてきたということを

意味していて、先程ご紹介した教育基本法

の精神に反するという非常に大きな問題が

あることを示しています。ただ、とりあえ

ず今は過去のことを糾弾するよりも、むし

ろ前向きに今すべきことについて考えてい

った方が生産的かと思います。

○ 中立性の理解：ボイテルスバッハ・コンセンサス 

今日お集まりいただいたみなさんは、

ボイテルスバッハ・コンセンサスという言

葉をどこかでお聞きになったことがあるの

ではないかと思います。少し前に、Yahoo

のサイトにも載っていました。これは、

1970 年代のドイツで保革の思想的対立が
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非常に厳しかった、まさに冷戦の真只中の

1976 年に、何とかして保革双方が納得す

ることができるような政治教育についての

考え方をまとめたものです。ちなみに今年

はちょうど 40 周年に当たっているという

ことになります。 

簡単に要約しますと、中立性というの

は、学問や政治の世界で議論がある場合は、

授業の中でも議論がある問題として扱い、

特に主要な意見を幅広く紹介することで守

られると考えられています。この背後には、

政治教育は、生徒が自分の政治的な意見を

持てるようになることが目的だからこそ、

意見が分かれる問題については、その様々

な意見を幅広く紹介していくことが必要だ

という考え方があります。反対に言えば、

現実にいろいろな意見があるにも拘わらず、

教員が自分が正しいと考えることや、政府

与党が正しいと言っていること、そういう

ことばかりを教えていくのでは、自分の意

見を持つ権利を事実上奪っていることにな

ります。それは民主的な政治教育ではなく

て、学校という場を使った政治宣伝だとい

うことになってしまいます。 

具体例として、少し極端な例をあげた

いと思います。日本が大変な少子高齢化の

時代を迎えているというのはご存知のとお

りで、そういう現実についてはコンセンサ

スがあると思いますが、じゃあどうしよう

かとなると意見が分かれます。たとえば私

自身は、いろいろ問題はあるとはいえ、定

住を前提とした移民の受け入れは不可避か

つ急務だと考えています。日本の社会科学

系の研究者全員にアンケートを取れば、私

はおそらくマジョリティに属していること

が分かると思うのですが、でも現実には日

本の社会には、いやそうは言っても移民を

受け入れるのは心配だという声が大きいの

も事実です。そういう状況の中で、もし私

が教員だったらどうすべきか、これはやは

り自分が正しいと考えることだけではなく

て、両方の考え方を示す必要があるという

ことになります。移民が必要だと考えてい

る人はこういうふうに考えている、移民を

入れない方がいいと考えている人たちはこ

ういうふうに考えていると、それぞれその

根拠にはこういうデータがあるという形で

教員は両方の考え方を示していく、あるい

は生徒自身に調べさせていく、これが中立

的な教え方だと考えています。 

時々誤解をされる方がいらっしゃいま

すので、念のために申し上げておきたいの

ですが、こういう中立性の考え方というの

は、政府機関の活動である学校教育に対し

て期待されるものであって、私たち一人ひ

とりに適応されるものではありません。そ

れから同様に、マスメディアも基本的に自

由でなければなりません。マスメディアは

政府機関ではないわけです。また、義務教

育と違って強制力もありません。ですから

そこでは言論の自由が尊重されないといけ

ません。マスメディアは政府から独立して

いるという意味で中立的であるべきですが、

政府に監督されるような形でそれに中立性

を要求するというのはナンセンスな話です。 

ただ、話を戻しますと、学校の場合に

は教育の受け手は十分な判断力を持ってい

ない子どもの場合が多く、また義務教育に

おいては強制的に教育を受けさせられます。

さらに、学校教育というのは政府の監督を

受けて行なわれているという三つの点から、

やはりマスメディアとは違う基準というも

のを考えなければならないということにな

ろうかと思います。 
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さて、ボイテルスバッハ･コンセンサス

については、２点程確認しておきたいこと

があります。第 1は中立性についての理解

ですが、「主要な見解を幅広く提示するこ

と」という考え方は、日本語で普通にいう

中立性とは少しイメージが違うということ

です。日本で中立性であるというと、どう

しても例えば右から左までいろいろ考え方

がある中で、真ん中を取ることだと思って

しまいがちですが、いま申し上げたように、

ドイツではそういう考え方はしません。そ

もそも真ん中を探し出すことは非常に難し

いということは、具体的なケースを考えて

いただければお分りいただけると思います。

また、もし仮に真ん中があったとして、そ

の立場を採用したとしても、実際には右か

らは左だと言われ、左からは右だと言われ

るという問題があります。だからこそ先生

方はどうしようと心配されているわけです

けれども、これが意味しているのは、要す

るに真ん中を探す限り中立的な政治教育と

いうのは不可能だということです。 

ドイツでは中立性というのは、真ん中

をとることではなくて、主要な見解を幅広

く提示することだというふうに理解してい

ます。移民を受け入れることに賛成の人も

いて反対の人もいて、それぞれに根拠があ

るということを正確に伝えていくことが中

立的な教え方だということになります。こ

の場合でも実際には、何が主要な見解かと

いう問題があります。どこまで極端な少数

派の意見を取り上げる必要があるのかとい

うことですが、この点については、ドイツ

では基本的に一人ひとりの教員に判断が委

ねられています。つまりそういう細かいと

ころにおいては、教員の職業倫理や能力が

問われるということにならざるをえないと

いうことです。ですから常に不満を持つ人々

が出てくる可能性があるわけですけれども、

でも現実には、そういう不満というのは当然

のことながら、かなり少数になっています。 

それからもっと重要なのは、例えば授

業の中で先生がある程度説明をしたあと、

生徒がそれとは別の意見、もっと少数派の

意見を述べるということがありうるわけで

すけれども、それは全く問題ないというこ

とです。もちろんその生徒の意見が憲法に

違反するような発言であるといけないわけ

で、そういう意見に対しては指導が必要で

すが、そうではないのであれば、その生徒

の意見も認めて、そこから授業を進めてい

けばよいということになります。 

こういう考え方に立っていきますと、

授業の中で教員が自分の意見を述べること

も全く問題ないということになってきます。

ちなみに日本では正に今ここが問題になっ

ています。つまり教員が自分の意見を述べ

て良いかどうかというところで意見が分か

れているようですけれども、駄目だという

意見の背後には、これまで日本の学校では

暗黙のうちに教員は正しいことを言うもの

だという理解があったという事情があると

思います。正にこういった教育観とか教員

観を改めていかないといけないのですが、

ドイツでは、教員はいろいろな意見を紹介

するものという理解が前提ですので、教員

が言っていることも様々な意見のうちの一

つであると考えられることになります。つ

まり、中立性というのを真ん中ではなくて、

主要な見解を幅広く提示することと理解す

ることによって、教員は自分の見解もその

幅広い見解の中の一つとして生徒に示すこ

とができるようになるわけです。 

さて、このように教員は自分の意見を
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表明しても良いと考えられているわけです

が、ドイツではもう少し積極的に、自分の

意見を述べることが期待されている場合も

あります。たとえば教室の中で議論が活性

化しない場合です。先生の言っていること

の価値、意味がよくわからなくて生徒たち

から意見が出てこないというのはよくあり

うる話です。そういうときには、例えば移

民の問題について、先生はやっぱり移民を

受け入れないといけないと思うけれども、

でも君はどう思う？ といった形で生徒の

発言や思考を促すということが教員には期

待されています。それからもっと一般的に

いいましても、教員の仕事というのは生徒

に自分の意見を持つように促すことである

と考えられています。ですから教員自身が

自分の意見を説明できないようでは、生徒

に対して示しがつきません。例えば生徒か

ら「じゃあ、先生はどう思うの」と聞かれ

た時に自分の意見を言えないようでは、そ

れは教員失格であるという考え方がドイツ

の政治教育の基礎にはあります。この辺は

日本と随分違っているかと思いますが、や

はりこの辺のところで日本の場合も教育観

とか教員観というのを改めていきませんと、

なかなか民主的な政治教育というのは難し

いと思います。 

ただ、念のために申し上げますと、ド

イツでも教員は常に積極的に自分の意見を

述べることを期待されているかというとそ

うではありません。「必要に応じて」とい

うことです。最近、移民の受け入れをテー

マにした授業を分析した論文を見たんです

が、教員の発言が少ない教室の方が生徒が

活発に議論するということでした。一つの

研究成果をあまり真に受けない方が良いか

もしれませんが、いずれにしても、教員に

とって重要なのは生徒が自由に自分の意見

がいえるような環境を作ることです。その

ためには、敢えて自分の意見を言ったり、

あるいは言わなかったり、臨機応変に対応

するということが教員には求められます。

ですから少なくとも教員は自分の意見を述

べるべきではないといってしまうと、教員

が教室の中でできることが制約されてしま

って、それでは意味のある授業を行うこと

は難しくなるだろうと思います。 

○ 中立性の積極的意味 

ボイテルスバッハ･コンセンサスについ

てお話したい二つ目は、いろいろな政治的

な立場の人、例えば与党や野党から批判を

受けないために中立的であることが求めら

れているのではないということです。むし

ろ批判は受けても良いし、反論をしても良

いでしょう。そもそも個々の授業に対して

政治が介入するとき、信頼を失うのは教育

よりもむしろ政治の方です。重要なのは、

中立的であるということにはそのこと自身

に積極的あるいは教育的な価値があるとい

うことです。クレームが来て大変だから中

立的にやろうという考え方は間違っていま

す。

○ 議論を通して意見を持つことの意義 

ではその教育的な価値はどういうこと

かということですが、それは生徒が活発に

議論ができるということです。繰り返しに

なりますが、教員が特定の考え方だけを話

していたのでは、多くの生徒にとってそれ

を受け入れるしかなくなってしまいます。

そうではなくていろいろな考え方があるこ

とを示して、そのうえで皆さんはどう思い
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ますかというふうに尋ねるところから議論

が始まっていきます。議論が始まったらあ

るいは生徒一人ひとりが取りあえず暫定的

に何らかの意見持ったら、後は生徒たちの

議論に委ねておけば良いでしょう。もちろ

ん議論の過程で生徒からいろいろな新しい

質問が出てくることもあるかもしれません、

そういうときには、その場で答えることも

あるでしょうし、あるいは自分でもっとよ

く調べなさいと言うこともあるかもしれま

せん。いずれにしても授業の主役は生徒で

あって教員ではないというところを押さえ

ておく必要があります。 

さて、今までボイテルスバッハ･コンセ

ンサスが持っている意味について２つの角

度から説明してきましたけれども、もう一

つだけ念のために確認しておきたいことが

あります。それは今お話したような生徒た

ちが意見を交わしながらその過程で自分の

意見を練り上げていく、つくっていくとい

うことを、ドイツの政治教育は、私たち日

本人が想像するよりも遥かに重視している

ということです。生徒が正しい知識を持つ

ことあるいは政治認識を持つことはもちろ

ん重要です。ただ正しい知識を持っている

だけでは駄目であって、やはり自分の意見

を持っていないと政治に参加することはで

きません。教室での討論というのは、参加

のための練習というよりも、むしろ議論そ

のものが一種の政治参加であるということ

ができます。日本でも政治参加の重要性と

いうことは最近よく言われるわけですけれ

ども、実際問題としては例えば有権者でな

い中学生にできることというのは限られて

います。生徒会活動とか地域の活動とか、

こういうことが重要なのは間違いありませ

んが、18 歳になるとすぐに国会議員を選

ばなければならないということを考えると、

やはりそれまでに国レベルの政治あるいは

国際レベルの政治というものについても参

加する練習が求められることになります。 

その場合、実際問題として何ができる

かといえば、それはなんといっても教室の

中で議論することです。話し合いをするこ

とといった方がよいかもしれません。何故

話し合いが政治参加の練習になるかという

と、そもそも政治というのは自分の考えを

相手の人に分かってもらうこと、相手を説

得したり、あるいは相手の人の話を聞いて

自分の考えを変えることです。ですから教

室の中で具体的な政治問題について同級生

と議論をする、話し合うということは、実

はそのこと自体が一つの小さな政治参加に

なっているわけです。日本では政治参加と

いうと、何か政治的な意思決定に参加しな

いといけない、投票によって意思決定に参

加しないといけないかのように考えられが

ちですが、決めるばかりが参加ではありま

せん。もちろん決めるということも重要で

すけれども、しかしそれだけではなくて、

普段の教室の中でのあるいは教室の外まで

含めていろいろな話し合いに参加するとい

うことが、実は立派な政治参加であるとい

うことをもっと重視してよいのではないか

というふうに思います。 

○ どのような力を育てているか 

これまで中立性の考え方についてお話

してきましたが、ではドイツの政治教育の

授業というのは具体的にどのような力を育

てようとしているのかということについて

お話をしていきたいと思います。 

これについては 10 年ほど前にドイツの
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政治教育学会が、全国の教育省に向けて発

表した指針に注目してみたいと思います。

ドイツは正式にはドイツ連邦共和国といっ

ていますが、16 の州からなっています。

そしてそれぞれの州に教育省があります。

州によって教育制度も随分違います。日本

では一応全国、教育特区を除けば６・３・

３・４制となっていますけれども、ドイツ

では州によっていろいろな形になっていま

す。教科書検定も各州で行われます。です

からある教科書がある州では合格しますが、

他の州では合格しないというのも当たり前

です。ちなみにいまドイツ 16 州全部で使

うことができる政治の教科書は一冊もあり

ません。それは各州の学習指導要領が微妙

に違っているからです。例えば何年生で政

治を教えるかということまで違っています。 

このように全国共通の政治教育の内容

というのは存在しないのですが、政治教育

学会というのは全国組織です。その全国組

織である政治教育学会が、16 の州に向け

て、この指針を参考にして学習指導要領を

開発してくださいという一つのモデルとし

て発表したものがこれからご覧いただきま

す指針ということになります。 

その指針によりますと、政治教育が目

指す力というのは、大きく三つに分けられ

るということです。「政治的判断力」，「政

治的行動力」、「方法的能力」の三つです。

ただ、最後の方法的能力というのは、前の二

つとは少し違ってやや特殊な面がありますの

で、これだけ先に述べてしまおうと思います。 

・方法的能力 

 具体的には、いろいろな資料を調べたり、

あるいは調べた結果をまとめて発表したり、

それをもとにして討論をしたりという能力

のことを「方法的能力」といいます。日本

でも、最近は朝から晩まで「アクティブ・

ラーニング」といわれて、先生方は大変な

のですが、要するに生徒一人ひとりが手を

動かす、話し合うという活動をしながら学

んでいくのを教員はサポートするような、

そういう授業を展開することが求められて

います。そこで生徒に学習することが期待

されているのが、この方法的能力というも

のだと考えて良いと思います。ですから、

方法的能力というのは、必ずしも政治を学

ぶときにのみ使えるというものではないで

すし、反対にいえば政治の授業の時にのみ

育てられるというものでもありません。数

学だって歴史だって国語だって、この方法

的能力というのは大体似たようなものとい

うことになります。ですから、これは政治

教育の中でも方法的能力の育成にあたって

くださいということではありますが、しか

しこれは政治教育特有の中身を表すもので

はないとお考えいただいて結構です。 

・政治的判断力 

 次に政治的判断力ですが、政治教育学会

の指針によりますと、判断力といってもい

ろいろあるということで、実はとても細か

く分類されているのですが、全部見ていく

と大変ですので、今日はここに示した５つ

だけをご紹介したいと思います。 
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まず一番目が「自分にとって政治的意思

決定が持つ意味を理解する力」ということ

です。ここで「力」という言葉が使われて

いて、それが本当に適切な言葉遣いかどう

かは微妙なところですけれども、要するに

政治的な判断をすることの重要性をみんな

一人ひとり分かっていてくださいというこ

とです。多くの市民は実際には政治的な意

思決定に関わろうとしないけれども、意思

決定が重要なのは当たり前でありまして、そ

のことの重要性を理解していないようでは困

ります。逆に言えば、それを理解してもらう

ことが政治教育の一つの目標になるわけです。 

また、二つ目の「個々の政治的決定の意

図しない結果を想像する力」、あるいはそ

の次「国内的視点だけでなく、国際的視点

からも政治を考える力」、「短期的視点だ

けでなく、中長期的視点からも政治を考え

る力」こういったものが重要だといわれて

いて、一つ一つ見ていけば、それはそうだ

ろうなと思われるのではないかと思います。

ここで重要なのは、こういった力を身に付

けるためには、実は政治に関する一定の知

識が必要になってくるということです。先

程申上げましたように、ドイツの政治教育

は政治的な参加能力の育成とかアクティ

ブ・ラーニングを非常に重視していますが、

このことは決して知識を軽視しているわけ

ではありません。このことは是非確認をし

ておいていただきたいと思います。もちろ

ん我々が受験で期待するような細かい知識

をたくさん要求することによって、いわゆ

る政治嫌いを育ててしまってはいけないわ

けですが、そのことは知識が重要ではない

ということを意味しません。そもそも先程

政治参加が重要だといいましたが、政治参

加のためにはその前提として関心を持って

いる必要があります。ある人が参加するた

めには、そもそも参加しようと思わなけれ

ばなりません。関心がないことには参加し

ようとは思わないわけです。そしてドイツ

でよく言われるのは、人間というのは知識

がないこと、自分が知らないことには関心

を持つことができないということです。当

たり前のことのようですけれども真実でし

ょう。そういう意味で、知識というのは政

治への関心やあるいは参加意識の基礎とし

てどうしても重要不可欠ということになっ

てきます。そのうえでさらに「意図しない

結果を想像する」とか、あるいは「国際的

な視点から考える」「中長期的な視点から

考える」というふうに、理性的な判断をす

る時にはさらに多くの知識が必要になって

くるということになります。ですから知識

を軽視する政治教育というのは考えられま

せん。ただし、知識にもいろいろな性格が

あって、入試で要求されるような細かい知

識ではなくて、今の現実の問題を考える上

で必要な知識を厳選して、必要に応じてい

ろいろな活動を通して確実に学んでいくこ

とが重要だということになります。そうい

うふうに現実の問題に取り組みながら、い

ろいろ知識を活用していくという経験を繰

り返していくことによって、学ぶというこ

とが重要なんだ、あるいは知識というのは

受験のためにあるのではなくて、自分の生

活を良くするために自分達の社会を良くす

るためにあるんだということを体得してい

くことが大切だということになります。 

最後に、「社会、経済、法、歴史的視点

から政治を考える力」ということですけれ

ども、現実の政治の問題を多面的に理解し

て、理性的な判断を下すためにはやはり社

会科学だけではなくて歴史的な視点という
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ものも重要だということになります。そし

て歴史教育という観点からしても、やはり

ドイツと日本の歴史教育の間にはかなりの

レベルの差があるといって良いと思います。

彼らは、言ってみれば、歴史の知識を使う

ところまで授業で扱います。我々は丸暗記

をして単語は沢山よく知っていますが、し

かしその歴史の知識をなかなか使えない。

そういうこともあって、政治教育においても、

歴史的な視点から歴史の知識を活用するとい

うことが要求されるということになります。 

・政治的行動力 

 次に「政治的行動力」の方に入ります。 

 政治的行動力についても５つの項目につ

いて見てきたと思います。 

 まず第１に、「自分の意見を－たとえ少

数派であっても－効果的に主張する力」と

いうことです。これが重要だというのはい

うまでもないと思います。いわゆる討論の

授業というのは、こういう訓練の場です。

ただ、私が特に我々日本人にとって重要だ

と思っているのは、２番目の「異なる意見

とのあいだで妥協する力」です。これは易

しいようで難しいのですが、ドイツ人が普

段からよく言うことです。そもそも「妥協

能力」という言葉がドイツ語にはあって、

Kompromissfähigkeitと言うんですけれども、

これは必ずしも政治を語る言葉ではなくて、

むしろ日常用語です。要するに妥協の能力

というものがないと社会は粗野なものにな

って、ひいては民主主義も崩壊しかねない

ということです。たとえば、かつてのヴァ

イマル共和国はこれが足りなくて、妥協が

できなかったために民主主義が崩壊してし

まいました。あるいは我々の日常生活でも

そうですね。妥協さえできれば物事が進む

のに、妥協ができなかったがために集団全

体が崩壊してしまうということがあり得ま

す。そもそも時間をかけて良い妥協を追求

していくという努力が民主主義の基礎に必

要です。我々はグローバル競争の中で暮ら

していますので、早く決めるということに

非常にウェイトを置いて考えてしまうので

すが、そういうことが必要な場合もあると

はいえ、基本的にはいかに時間をかけてよ

り良い妥協を練っていくのかを考えていく

ことが民主的なんだというふうに、ドイツ

の政治教育学では考えています。 

 さて、３つ目を飛ばして先に４つめの方

に行きたいのですが、「他者の立場に立っ

て考える力」です。これは日本人は空気を

読むのが得意な人間なので、我々にとって

はそれほど辛くはないかもしれませんです

が、ドイツ人にとってはこれが難しいよう

です。文化によってそれぞれ得手不得手が

ありまして、ドイツ人にとっては１番目の

方は比較的簡単なのですが、この４番目の

方は苦手なようです。逆に言うと、これが

できると、ドイツ人としてはあの人は信頼

できる人だという印象を持って貰えるわけ

で、政治家のような指導者には特にこれが

必要だというふうに言われています。 

 その次に「文化的・社会的多様性を踏ま

えて、差異に関して寛容かつ批判的に考え

る力」ということですが、これもなかなか
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厄介なところです。ドイツの場合日本より

も一足先に多文化社会ができていて、たと

えば去年１年間で約110万人の難民を受け入

れたという話です。その他にも難民とは別

に移民が来ます。ちなみにご存知のように

ドイツの中でも110万人は多過ぎるので、難

民の数を制限すべきだという意見がかなり

強まっていることは事実ですが、その中で

強硬派の人たちの意見というのは、最大20

万人に減らせというものです。逆にいえば

20万人までは良いということです。ですか

らドイツの社会において、我々日本に暮ら

していると、多くの人々が1人難民をも入れ

るなと言っているように誤解をしがちです

が、そういう過激な人は例外であって、ほ

とんど政治的な影響力はありません。難民

受け入れを制限しようと言っている人たち

が考えているのは、もう少しコントロール

できる範囲に数をおさめていこうというこ

とであって、入れないようにしようという

のではないわけです。それが意味している

のは、それだけドイツの社会というのは既

に多文化化していて、多文化社会であること

なしにドイツは存在しえないという前提がド

イツの中では共有されているということです。 

 そしてこのとき重要になるのは、マジョ

リティとマイノリティの関係です。多文化

社会というのは、マイノリティを沢山受け

入れていくことになるわけですけれども、

その時に当然マジョリティはマイノリティ

の文化を尊重しなければなりません。自分

たちの考え方を相手に押しつけてはいけま

せん。ただし、じゃあマイノリティの文化

なら何でも認められるかというとそうでは

ありません。マイノリティの文化の中には

非民主的な要素があるかもしれません。そ

ういうものについては寛容であってはなら

ないわけです。ですから、「差異に対して

寛容でなければならない」について言えば、

寛容であれということは、すべてを肯定す

るということではないということになりま

す。そうではなくて、その中の非民主的な

部分については批判的に捉えていくことが

必要なわけです。おそらく日本においても、

こういった問題は、多分遠からず重要にな

ってくるだろうと思います。 

 それからもう一つ、さきほどとばした３

番目の「自分の消費行動を反省的に振り返

る力」というのがあります。これは、例え

ば私たちがいろいろな物を買うというのは、

経済行動であるとつい思ってしまいますが、

それは経済行動であるだけではなくて同時

に政治行動でもあるという考え方に基づい

ています。例えばもうすぐ電力が自由化さ

れます。どこの電力会社から電気を買うの

か。原発を使用している電力会社から買う

のか、それともクリーンエネルギーで発電

をしているところから買うのか、という選

択の可能性が出てきます。つまり同じ品質

なら安いものを買うのは当たり前だという

考え方は、もちろんそれが正しいという考

え方もありますけれども、しかしそうでは

ないという考え方もあります。いずれにし

ても我々は、物を買うときにはその消費が

持っている影響について考えたうえで行動

しましょうというのが、ここで言っているこ

とです。政治教育というのは、このくらい広

い対象を持っているわけです。 

 さて、ドイツの政治教育が求めている学

力あるいは能力というのは、どうも日本の

公民とか政治経済といった教科が考えてい

るものとは少し違うということがお分りい

ただけたのではないかと思います。今ご紹

介したような力が要するに民主主義を担う
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市民に求められる力なのだとすると、逆に

いえば日本のこれまでの中学･高校の授業と

いうのは、あまり民主主義のためには役に

立ってこなかったのでは、という不安が湧

いてきます。今度18歳選挙権があって高校

生を何とかしなければと我々考えがちです

が、実は高校生だけでなくて、我々自身も

大した政治教育を受けていないという点で

は、彼らと同じです。ですから、せっかく

の機会ですので、高校生にどういう政治教

育を提供するかについて考えることを通し

て、我々自身が政治教育についてもっと真

剣に考えていくことがおそらく重要なので

はないかと思います。 
 

５ まとめ 

以上をまとめますと、ドイツの政治教

育というのは、日本よりも直接的に民主主

義社会を支える市民の育成というものを目

指しているといっていいと思います。日本

では、好意的に考えれば、将来市民として

役立つことを期待して沢山の知識を教えて

きました。実際、中学の公民や高校の政治

経済で、ある程度のことは学んでいます。

ただし、それは将来その教育を受けた人が

政治に関心を持つようになれば役に立つか

もしれないという、そういうものです。し

かし、残念ながら多くの市民は知識を役立

てることができていません。その結果とし

て、社会科は暗記科目のままに終わってい

て、試験が終われば記憶した内容も忘れら

れてしまう場合が多いでしょう。 

ではどういうことを考えていったらい

いかというと、今お話しましたように、中

学生･高校生に対する教育について本当に

深刻に考えなければいけないのは当然です

が、それを機に教員を含む大人が政治につ

いて考えることが大切です。現状では、

我々はとても中学生･高校生にものを教え

られるような立場には多分ないのだと思い

ます。そうではなくて、言葉の本当の意味

で、我々も中学生･高校生の皆さんと一緒

に勉強していきましょうというスタンスに

立っていかないと、大人が悪いモデルを示

してしまって、いつまでも状況は良くなら

ないのではないかと心配されます。そして、

実際にそういうことを考えていく際に、ド

イツの政治教育の例というのは参考になる

ところがあるのではないかというふうに、

私は考えております。 

 

（本稿は、講演録をもとに事務局が編集し
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